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マンションと法

Introduction

　ここでは、さまざまな法的なしくみが組み合わされて社会問題の解
決が図られている状況を示すため、1つのトピックを取り上げて、そ
こに含まれるさまざまな課題を、法制度との関係で説明することとし
たい。ここで取り上げるのは「マンション」（共同住宅）である。都心
部ではマンションがない地域はほとんどなく、また多くの地域でマン
ションは増加の傾向にある。読者の中にも、マンションに住んでいる
人がいるだろう。マンションは、都市における居住空間を考える上で
不可欠の存在である。他方で、マンション建設の際に周辺住民が反対
運動を行ったり、マンションの分譲や賃貸をめぐる紛争が生じたり、
マンションの老朽化が問題となったりすることにみられるように、マ
ンションに関して解決すべき課題も多い。
　そこで、マンションに関する法制度を時系列に従って紹介するとと
もに、そこでみられる紛争や解決すべき課題を示すこととしたい。ま
ず、マンションを建設する段階では、不動産開発業者（ディベロッパ
ー）による土地の取得や建築工事の請負において民事法が利用され、
またマンションの立地や建物の構造に関しては行政法的な規制のしく
みが想定されている（Ⅰ）。
　次に、マンションの部屋を買ったり借りたりする際には、売買契約
や賃貸借契約といった民事契約や、その前提となる区分所有に関する
法制度（建物の区分所有等に関する法律〔以下「建物区分所有法」と
いう〕）が大きな役割を果たすと同時に、取引を媒介する不動産業者
（宅地建物取引業者）に消費者保護の役割が期待されている（Ⅱ）。
　最後に、マンションを管理する段階では、建物区分所有法で定めら
れている管理組合のほか、マンション管理業者が重要な役割を果たし
ており、業者に対する行政法的な規制（マンションの管理の適正化の
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1．…………土地取得と建築工事
　マンションを建設する際に主導的な役割を果たすのは、土地所有者であ
る。市街地にある空き地から収益をあげたいと考える土地所有者が、マン
ションの建設を行っている建設業者に依頼して、マンションの建設を計画
する場合がある。また逆に、建設業者の側が、収益性のある土地の所有者
に提案することもある。さらに、不動産開発業者（ディベロッパー）の場合
には、マンション建設に適した土地の所有者から土地を買収し、自らが土
地所有者となった後にマンションの建設を行うことになる。
　ディベロッパーが土地を取得する際には、売買契約が締結される（▶▶第
6章Ⅱ）。契約締結の際には不動産価額の 1〜 2割程度の手付金が支払われ
ることが多く、別段の合意がなければ、買主は手付金を放棄して契約を解
除することができ、売主は手付金の倍の金額を買主に支払うことで契約を
解除できる（民法 557 条 1 項）。売買契約の基本的な効果は、売主の引渡義
務と買主の代金支払義務（民法 555 条）であり、これに加えて売主の契約不
適合責任も民法上規定されている。例えば、売買契約の対象となった土地
の土壌に有害物質が含まれていた、あるいは都市計画事業制限のような土
地利用に対する法令による制限がかかっていたことが土地の引渡し後に判
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推進に関する法律）も行われている。また、老朽化したマンションを
建て替える際には、マンション居住者間の集団的な合意形成や建替え
事業を促進するしくみが近時導入されてきている（マンションの建替
え等の円滑化に関する法律）（Ⅲ）。ここでの直接の目的は、マンショ
ンをめぐる法制度に詳しくなることではなく、日常生活において法が
どのような役割を担っており、社会問題に対してどのようなアプロー
チをとっているのかを、具体例によって理解することにある。
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明した場合には、これらは「品質に関して契約の内容に適合しない目的物
を買主に引き渡した場合」にあたり、追完請求、代金減額請求、損害賠償
請求、契約解除の形で買主は売主に責任を追及できる（民法 570 条・566 条）。
　土地所有者がマンションの建設を行おうとする際には、建設業者との請
負契約を締結することが通例である。請負契約は、仕事の結果に対して報
酬を支払う契約であるから（民法 632 条）、雇用契約と異なり注文者と請負
者の関係は独立している。建設に関する請負契約については、行政法の一
種である建設業法のほか、民間連合協定工事請負契約約款などの約款が詳
細なルールを定めており、民法の規定が果たす役割は大きくない。民法上
のルールとして重要なのは、ここでも契約不適合責任である（民法 636 条）。
2017（平成 29）年の民法改正前は、マンションのような土地の工作物の場
合には、瑕疵によって契約の目的を達成できなくても契約解除はできず、
責任の存続期間は引渡し後 5年（コンクリート造等の工作物は 10 年）とされ
ていた。しかし、改正後の規定は、売買契約と同様に、原則として契約内
容不適合の事実を知った時から 1年以内に当該事実を請負人に通知しなけ
ればならず、また契約の解除も認められることとされた（民法 637 条）。か
つて請負契約の解除が認められていなかったのは、建築物の建築に関する
請負契約が解除されると、せっかく建築した建物を取り壊さなければなら
ず、それは社会の近代化を促進する上で好ましくないと考えられたからで
あった。しかし現在では、契約内容に適合しない建築物を建築した責任の
ある請負人に、経済的な負担を追わせるのが自然であり、こうした請負契
約に特別のルールはその必要性を失ったものとされたため、請負人の担保
責任に関する規定が削除された。

2．…………マンションの建築規制
　マンションを建設する際には、建築基準法に基づく建築規制に従う必要
がある。建築基準法には単体規定と集団規定という 2つの種類の規制が含
まれている。単体規定（同法第 2章）は、個別の建物の安全性に関する規制
で、建築物の利用者の生命・健康・財産権を保護するものである。例えば、
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建築物の防火・耐震性や採光に関する規制が含まれる。集団規定（同法第
3章）は、都市の適正な土地利用の観点から建築物の用途や形態、さらには
道路に関する規制を行うものである。このうち、マンションの立地との関
係で重要なのは集団規定である。都市計画法では、エリアを区切ってその
中での建築物の用途や形態を規制する地域地区（ゾーニング）（都市計画法 8
条）という規制が都市計画によって定められる。この地域地区の代表が用
途地域で、この中で建築面積の敷地面積に対する割合である建ぺい率や、
建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合である容積率が定められる。こ
のうちマンションと関係が深いのは、容積率である。容積率が大きければ、
より高い建物を建てることができる。また容積率があまり大きくなくても、
敷地面積が広ければ、駐車場の部分を広く確保し、マンションを建てる部
分の敷地を狭くすることで、高い建物を建てることができる。
　このような建築規制を担保するため、次の 2つのしくみが用意されてい
る。1つは、建築基準法に基づく建築確認・中間検査・完了検査である。建
築基準法の規制に合致していることを設計図の段階で確認するのが建築確
認（建築基準法 6条）であり、都道府県や大規模な市に置かれる建築主事か、
民間の指定確認検査機関が審査を行う。さらに、建築物が建築基準法令に
合致して建てられていることを確認するのが中間検査・完了検査（同法 7
条・7条の 3）であり、これらも建築主事等が行う。マンションのような大

容積率＝
延床面積
敷地面積

床面積

敷地面積

床面積

床面積
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規模な建築物は、検査済証を得てからでないと使用できない（同法 7条の 6
本文）。もう 1つは、建築士法による建築士の設計・施工監理である。マン
ションの場合には建築士でなければ設計図を作成することはできず、また
設計図通りに工事が進んでいるかを検証する施工監理もできない（建築士
法 3条）。建築士法は建築士の資格要件を定め、適性や資質のない者による
設計・監理を排除することで、違法建築物の出現を阻止しようとする許可
制（▶▶第 12 章Ⅰ）を含む行政法である。

3．…………マンション建設をめぐる紛争
　マンションの建設に際して、周辺住民との間で紛争が生じることも少な
くない。ここでは 2つの紛争類型を紹介する。1つは、マンションの建設
それ自体に反対する場面である。例えば、学生・単身者が入居の中心とな
るワンルームマンションは、入居者が地域にとけ込まないことが多く、ご
み収集や生活騒音等の問題で地域住民との紛争が起こることも珍しくない。
もう 1つは、大規模なマンションの建設（住戸数・建築物の高さ等）に反対
する場面である。とりわけ建築物の高さをめぐっては、日照・防火といっ
た安全面や景観の問題で大きな反対運動が起きることもある。
　これらの問題の背景には、都市計画の法制度の欠点が存在する。2.で述
べたように、都市計画法が予定する立地規制の中心は用途地域である。し
かし用途地域は、比較的広域を対象にその建築物の用途を緩やかな形で規
制することが多く、用途地域が定められた時点の土地利用状況を基準に、
その将来の土地利用見通しを考慮して規制内容が定められることが多い。
その理由は、その地域の土地利用を限定したり、厳しい形態規制を行った
りすると、所有者が持っている当該土地の経済的利用価値が下がって地価
を低落させるからである。こうした規制の粗さや弱さの問題に対処するた
め、都市計画法では地区計画という制度が規定され、道路で囲まれた街区
を単位として建築物の用途や形態・デザイン等を細かく規制できるしくみ
が設けられている（都市計画法 12 条の 5）。そこで、生活環境の問題に敏感
な地域では、この地区計画を利用した規制が設定されている。もっとも、
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多くの建築紛争は、具体的な建築計画が出てきた段階で表面化し、地区計
画を含む建築規制は工事着工時点のもので判断され、それ以降の建築規制
の変更は適用されない（既存不適格）から（建築基準法 3条 2項）、地区計画
による備えができていない地域では、マンションの建設を抑制する規制が
間に合わないことも多い。

マンション増加の背景
　マンションに代表される共同住宅の供給は、現在では民間事業者のみが行ってい
ます（かつては住宅・都市整備公団〔現在の独立行政法人都市再生機構〕も分譲マ
ンションの供給を行っていました）。つまり、マンション増加の背景には、その需
要がなお旺盛であると同時に、民間の事業として利益があがるという意味で供給を
可能にする構造が存在します。ここでは、その背景にある法制度を紹介します。
　都心部で供給される規模の比較的小さいマンションの多くは、相続等（▶▶第3
章Ⅰ）によってそれまであった一戸建ての住宅が取り壊され、その跡地に建設され
ています。相続人はすでに住居を所有していて当該一戸建てを自己の住居として活
用する必要がないこと、相続税が高額となるため相続財産の一部を売却する必要が
あることなどがその背景にあります。都心部では容積率が高めに設定されているた
め、敷地面積が大きくなくても、それなりに高層のマンションが建てられます。
　都心部から郊外にかけて供給される大規模なマンションの多くは、企業の工場や
社宅等の跡地がディベロッパーに売却されて建設されています。工場跡地の場合に
は、土地利用規制が最も緩い用途地域である準工業地域になっていることが多く、
跡地利用をめぐり周辺住民との紛争が多く発生しています。工場・社宅等の跡地は
敷地面積が広いので、たとえ容積率が低く設定されていたとしても、マンション建
物部分を敷地の一部分に集約することで、周辺の建物と比べて極めて高層の建築物
を建築することができるためです。

C O L U M N
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1．…………マンションと売買
　建設された 1棟のマンションは全体としても売買の対象となりうるとは
いえ、通常は居室ごとに分譲されることとなる。この分譲の結果、建物の
一部に対しては単独の所有権が成立するのに対して、建物全体に対しては
多数の所有者が共有する複雑な所有関係が発生する。この関係を規律して
いるのが建物区分所有法で、民法の物権法（▶▶第 5章）が規定する共有に
関するルールの特別法にあたる。マンションをめぐる所有関係は、各居室
（専有部分）に対する区分所有権と、敷地の権利に対する持分権、関係者が
利用する共用部分（例えばエレベーターや廊下）に対する持分権から成って
いる。民法の共有では、共有持分をそれぞれの共有者が自由に譲渡できる
持分権の自由譲渡性と、それぞれの共有者がいつでも共用物の分割を請求
できる分割請求の自由（民法 256 条 1 項）の 2つがその中核的なルールとな
っている。これに対して建物区分所有法では分割請求はできず、敷地や共
用部分の持分権は専有部分の処分と連動してのみ処分することができる
（建物区分所有法 14 条・15 条・22 条）。
　マンションの分譲や、次に紹介する賃貸借で大きな役割を果たすのが宅
地建物取引業者である。宅地建物取引業法も事業に際して必要となる要件
を法令で規定し、免許を得ていない者の営業を禁止することで、不適切な
事業者が消費者に被害を生じさせないことを主たる目的とする許可制を含
む行政法の 1つである（▶▶第 12 章Ⅰ）。他方でこの法律には、宅地建物取
引業者自身が締結したり、媒介したりする契約に関するさまざまなルール
が盛り込まれている。例えば、宅地・建物の売買に関する契約が成立する
までの間に、（宅地建物取引業者の事務所ごとに一定数を置かなければならな
い）宅地建物取引士の資格を持つ者に、法令上の建築制限や契約解除に関
する事項などの法定の事項について書面を交付した上で説明しなければな
らない（宅地建物取引業法 35 条）。また、宅地建物取引業者自らが売主とな

Ⅱ　マンションを買う・借りる
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る宅地・建物の売買契約の場合には、代金の10分の2を超える手付金を受
け取ることができない（同法 39 条 1 項）。この手付金に関するルールについ
ては、法律の規定に反する特約で買主に不利なものは民事上の効力が否定
される（同条 3項）（▶▶第 6章Ⅰ）。このように、契約を規制するルールや、
違反した場合の民事上の効力を明確に否定する規定が盛り込まれている点
は、同法の大きな特色といえる。こうした規定は、不動産の売買契約に慣
れていないことが多い買主（主として消費者）を保護するために設けられた
ものである。

2．…………マンションと賃貸借
　賃貸マンションに居住している人も多い。賃貸マンションには、マンシ
ョン全体が賃貸マンションとして建設されているタイプと、分譲マンショ
ンの一室が賃貸として貸し出されているタイプ（分譲賃貸）の 2種類がある。
どちらの場合も、所有者（賃貸人）と賃借人との間で賃貸借契約が締結さ
れることが通例である。不動産を所有者以外が利用する法制度として、民
法は地上権・永小作権といった用益物権を規定した。ところが、民法制定
当時は地主の社会的地位が極めて強かったことも影響して用益物権（特に
地上権）が利用されず、賃借人の地位が弱い賃貸借契約が多く利用されて
きた。物に対する支配権である物権（▶▶第 5章Ⅰ）と異なり、債権は人と
人との約束に基づくものであるから、貸主が土地・建物を誰かに売却して
しまうと貸主が変わるため賃借権登記をしていない賃貸借契約は維持でき
なくなってしまう（民法 605 条）（このような方法で土地の明渡しや地代の値上
げを認めさせることは「地震売買」と呼ばれた）。そこで、賃借人の保護を図
るため、すでに明治時代末期の段階で建物保護に関する法律（1909（明治
42）年）が立法化されており、その後の借家法（1921（大正 10）年）と併せ
て賃借人保護の民事特別法が発展した。これらは 1991（平成 3）年に借地
借家法という形で統合されている。借地借家法では、賃貸人が不動産を譲
渡した場合に新たな不動産所有者に対して賃借権の存続を主張できない
（対抗力がない）という民法上のルールを変更し、借家権については建物の



9　マンションと法

引渡し（占有）のみで対抗力があるとしている（借地借家法 31 条）。また契
約の存続期間に関して、期間を 1年未満とする賃貸借契約を期間の定めの
ない契約とみなす規定（同法 29 条 1 項）を設け、賃貸人による更新拒否に
正当事由を要求する（同法 28 条）ことで、長期にわたる契約の存続を保障
しようとしている。さらに、これらに反する特約で賃借人に不利なものは
民事上無効とする規定も置かれている（同法 30 条）。他方で、こうした長期
の賃貸借契約の存続を嫌って土地が有効に利用されない事態を避けるため、
契約の更新のない定期借地権制度も導入されている（同法 22 条）。
　賃貸借契約は、「当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせ
ることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うこと及び引渡しを
受けた物を契約が終了したときに返還することを約することによって」成
立する（民法 601 条）。つまり、契約によって賃貸人には賃借人に対して使
用収益させる義務が生じ、賃借人には賃料支払義務・契約終了時の返還義
務が生じることになる。使用収益に関しては、賃貸人は賃借人に目的物を
引き渡すことに加え、修繕義務（民法 606 条 1 項）も負っている。賃借人が
費用を支出して修繕を行った場合、そのような必要費を賃貸人は直ちに償
還する義務がある（民法 608 条 1 項）。ただし、修繕義務や必要費の償還に
関しては、賃貸借契約の中でこれとは異なる合意を行っていることも多い
（例えば軽微な修繕は賃借人の負担とする契約条項が置かれていることがある）。
他方で賃料支払義務に関しては、その変更に関して民法・借地借家法がい
くつかの規定を置いている（民法 611 条、借地借家法 32 条）ほかは、基本的
に当事者間で合意された金額の支払いがなされる。この賃料とは別に、賃
貸借契約の成立時に敷金や礼金（権利金）の支払いが求められたり、契約
更新時に更新料の支払が求められたりする地域もある（我が国には、賃料等
の額を直接的に規制する法律は存在しない）。このうち敷金は、賃借人による
賃料の未払いや設備を傷つけた場合の損害賠償を担保する性格のもので、
建物の明渡し後にこれらを差し引いた残金が返金される（民法 622 条の 2）。
これに対して礼金は賃料の前払的な性格が強いもので、建物を明け渡して
も返金されない。
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3．…………マンション分譲・賃貸借をめぐる紛争
　マンションの分譲や賃貸借をめぐっても、多くの紛争が生じうる。ここ
では分譲と賃貸借のそれぞれで特色ある紛争のタイプを 1つずつ紹介する。
　 1つは、マンションの分譲後に建物に欠陥があることが分かった場合に
生じる紛争である。この場合には、売買契約の契約不適合責任を売主に対
して追及することとなる。構造に欠陥のあるマンションは、これまで何度
も社会問題として表面化してきた。その背景には、前述の建築規制の機能
不全がある。建築確認は件数でみれば、行政（建築主事）よりも民間の指
定確認検査機関の方が多くを処理している状況が近年続いている。民間に
よる建築確認をチェックすべき行政（特定行政庁＝建築主事が置かれている
都道府県知事または市長）には、そのための十分な人的資源がない。建築士
による設計・施工監理に関しても、建設業者に建築士が雇われているケー
スが多く、設計と施工の分離は法律上要求されていない。その結果、建築
士による施工監理が適切になされることが期待できる構造にはない。こう
した予防司法としての行政法の機能不全が、分譲後の民事紛争を抑制でき
ない理由である。
　もう 1つは、賃貸借契約における賃料以外の金銭支払義務をめぐる紛争
である。前述の通り、借地借家法や関連判例によって賃借人の地位は強化
されている。他方で敷金・礼金・更新料といった賃料以外の金銭の支払義
務に関しては、地域の慣習とも関係して、なお不透明な部分が残されてい
た。この点に関して、2000（平成 12）年に制定された消費者契約法は 10 条
で、民法等の任意規定で「消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重
する消費者契約の条項であって、民法第 1条第 2項に規定する基本原則に
反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効」とする規定を置いた
（▶▶第 6章Ⅲ）。この規定を手がかりに、こうした賃料以外の金銭の支払義
務が消費者契約法との関係で有効なのかに関する判断がいくつかの最高裁
判決で示されている。最高裁は、契約締結から明渡しまでの年数に応じて
保証金の一部分を賃借人に返還しない敷引特約について、「消費者契約で
ある居住用建物の賃貸借契約に付された敷引特約は、当該建物に生ずる通
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常損耗等の補修費用として通常想定される額、賃料の額、礼金等他の一時
金の授受の有無及びその額等に照らし、敷引金の額が高額に過ぎると評価
すべきものである場合には、当該賃料が近傍同種の建物の賃料相場に比し
て大幅に低額であるなど特段の事情のない限り、信義則に反して消費者で
ある賃借人の利益を一方的に害するものであって、消費者契約法10条によ
り無効となる」との判断を示している（最一小判 2011（平成 23）・3・24 民集
65 巻 2 号 903 頁）。また契約更新時の更新料に関しては、更新料が賃料の補
充・前払いや賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を含むものであっ
て経済的合理性がないわけではないこと等から、「賃貸借契約書に一義的
かつ具体的に記載された更新料条項は、更新料の額が賃料の額、賃貸借契
約が更新される期間等に照らし高額に過ぎるなどの特段の事情がない限り、
消費者契約法 10 条にいう『民法第 1条第 2項に規定する基本原則に反して
消費者の利益を一方的に害するもの』には当たらない」と判断している（最
二小判 2011（平成 23）・7・15 民集 65 巻 5 号 2269 頁）。

サブリース契約
　賃貸借契約においては所有者である賃貸人が強く、賃借人の立場が弱いので、賃
借人を保護する法理論や法制度を考える必要があるという考え方が一般的です。し
かし、場合によっては土地所有者の保護を考える必要がある事例もあります。それ
がサブリース契約です。サブリース契約とは転貸・又貸し契約のことで、土地所有
者から不動産会社が土地を一括して借り上げて建物を建て、オフィスやアパートと
して貸し出すものです。1980年代後半のバブル期にこうした方法でオフィスを貸
し出す業態が増え、当時の地価上昇を前提に、賃料保障や賃料を自動的に増額する
条項が契約に含まれていました。しかしバブル崩壊後に地価が急激に下落したこと
から、不動産会社側がバブル崩壊前の賃料を支払い続けることが経済的に困難にな
り、借地借家法に基づく賃料減額請求権（同法32条）を行使したことから、多く
の訴訟が提起されました。地価動向の見通しを誤った不動産会社がその経済的不利
益を土地所有者に転嫁することに否定的な下級審判決が多く出されていたものの、
最高裁は借地借家法32条が強行規定（▶▶第6章Ⅰ）であるとの理由で減額請求

C O L U M N
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1．…………マンションの管理
　マンションには複雑な所有関係が成立していることから、建物区分所有
法は区分所有者の団体であるマンション管理組合の設立を予定している
（建物区分所有法 3条）。マンション管理組合の規約は、区分所有者および議
決権の各 4分の 3以上の多数による集会決議で設定・改廃される（同法 31
条 1 項）。議決権は、規約に別段の定めがない限り占有持分の床面積の割合
による（同法 38 条・14 条 1 項）。つまり、所有者の人数と占有持分の面積比
率の双方で一定割合以上の賛成が要求されている。管理組合は、区分所有
者および議決権の各 4分の 3以上の多数による集会決議と登記により法人
格を獲得することもできる（管理組合法人）（同法 47 条 1 項）。こうした団体
法的な色彩の強さが、マンションにおける所有関係の大きな特色である。

Ⅲ　マンションを管理する

を肯定しました（最三小判2003（平成15）・10・21民集57巻9号1213頁）。
　これに対して近時増加しているのが、郊外部の遊休地を対象にサブリース契約を
結び、不動産会社がアパート等を供給するケースです。その契約の中には固定賃料
を保障せず、定期的に賃料の見直しを求める条項が含まれていることが多いとされ
ます。土地所有者は資産運用を目的にこうした契約を締結するものの、その際に家
賃の切り下げの可能性や建物維持費用に関する説明が十分になされず、ずさんな事
業計画の下で数年後に家賃の切り下げや場合によっては契約解除を強要する事例が
みられます。この事例では、土地所有者と不動産会社との間に「情報の質及び量並
びに交渉力の格差」（消費者契約法1条）が確かに存在しています。しかしサブリー
ス契約の土地所有者が「事業として又は事業のために契約の当事者となる」個人（同
法2条 1項括弧書）にあたると考えられるとすれば、消費者契約法にいう消費者
にあたらず、消費者契約法による保護を受けることができません。
　これらの事例から分かるように、紛争における当事者の関係を、その属性やカテ
ゴリーから画一的に判断することは適当ではなく、具体的な事情に着目して紛争の
実態と背景を把握しようとする努力が不可欠なのです。
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　実際のマンション管理では、マンション管理会社が大きな役割を果たし
ている。このマンション管理会社や管理に関する資格制度（マンション管理
士）を定めているのがマンションの管理の適正化に関する法律である。同
法も建築士法や宅地建物取引業法と同じく、一定の要件を充足した事業者
にだけマンション管理業を営ませることで、不適切なマンション管理を抑
制しようとする許可制を中核とする行政法である。同法が建築士法等と異
なり「免許」でなく「登録」（同法 44 条 1 項）という文言を用いている理由
は、登録の要件が比較的明確で、要件を充足していれば必ず登録しなけれ
ばならない（登録を拒否する行政裁量〔▶▶第 12 章Ⅱ〕が小さい）点に求めら
れる（同法 46 条・47 条）。

2．…………マンションの建替え
　マンションの建替えに関しても民事法と行政法の併存がみられる。建物
区分所有法では、管理組合の集会において、区分所有者および議決権の各
5分の 4以上の多数で建替え決議を行うと（同法 62 条 1 項）、決議に賛成し
た区分所有者は、反対した区分所有者からその区分所有権・敷地利用権を
時価で売り渡すよう求めることができる（同法 63 条 4 項）。この売渡請求権
を用いて反対者の区分所有権等を買収し、マンションを建て替えるのが区
分所有法の予定する等価交換方式である。しかしこれでは区分所有建物が
建替えによって壊されると管理組合も消滅することから、建替え事業実施
中の権利関係が不安定になることが問題視されていた。
　そこで 2002（平成 14）年にマンションの建替えの円滑化等に関する法律
（現在は「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」〔以下「マンション建替

え法」という〕）が制定され、マンション建替え組合が事業を実施する新た
な手法が整備された。その大きな特色は、旧マンションの区分所有権・敷
地利用権・抵当権等の権利を建物の取り壊しで消滅させず、新マンション
のそれらの権利に移行させる権利変換という行政行為（処分）によって新
マンションに移行させる方式を採用したことである（同法55条〜89条）。こ
の方式は、都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業で用いられてい
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たもので、その利用を民間の組織である建替え組合にも拡張したものであ
る。2014（平成 23）年改正では、耐震強度に問題がある場合に限り、マン
ションの敷地を売却して分配金を支払い、その上で再築を目指すマンショ
ン敷地売却事業（同法 116 条〜 163 条）も追加された。権利変換計画の議決
には組合員の議決権と持分割合の各 5分の 4以上の賛成（同法 30 条 3 項）
が、マンション敷地売却決議の場合には区分所有者の人数・議決権・敷地
利用権の持分価格の各 5分の 4以上の賛成（同法 108 条 1 項）が必要となる。
さらに 2020（令和 2）年改正では、耐震性のみならず、火災に対する安全
性の不足や外壁等の剥落の危険も対象に加えた。

3．…………マンション管理をめぐる紛争
　マンションの管理や建替えをめぐる紛争も多い。ここでは、管理と建替
えに関する有名な紛争事例をそれぞれ 1つずつ紹介する。
　マンション管理との関係では、管理組合による規約の設定等の決定が適
法・有効なものかが争われることがある。例えば、分譲マンションの区分
所有権を所有しているもののマンションに居住せず、賃借人に賃貸してい
る管理組合の組合員に対して特別な金銭負担を求める規約の改正が、建物
区分所有法 31 条 1 項にいう「一部の区分所有者の権利に特別の影響を及
ぼすべきとき」に該当し、影響を受ける組合員の承諾を得る必要があるか
が争われた事件がある。最高裁は、当該管理組合の規約で居住していない
組合員が役員に就任しないこととされている点に注目し、管理組合の業務
は本来その構成員が平等に負担すべきものであるから、業務を分担するこ
とが困難な非居住組合員に金銭的な負担を求めてその不公平を是正しよう
としたことには必要性・合理性があり、建物区分所有法31条の要件には該
当しないと判断した（最三小判 2010（平成 22）・1・26 判時 2069 号 15 頁）。
　マンションの建替えとの関係では、建替えに反対する少数派が建替え決
議の違法・無効を主張する紛争が起こりうる。建物区分所有法の 2002（平
成 14）年改正では、それまで存在していた費用の過分性要件（＝建替えの客
観的な必要性の要件）が廃止され、一定の多数派が形成されれば反対派の区
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区分所有権の将来
　マンションの建替えで明確に現れているように、所有権を他人の介入を受けずに
対象物を使用・収益・処分しうる権利と理解すれば、区分所有権の「所有権」とし
ての性格は次第に弱まってきているようにみえます。マンション管理組合において
各5分の4以上の多数が建替えに賛成すれば、その経済的な価値が時価で補償さ
れるとはいえ、当該マンションに居住し続けることができなくなるからです。他方
で、民法が規定する所有権それ自体、「法令の制限内において」（民法206条）使用・
収益・処分できる権利が認められている点を重視すれば、区分所有権は一定の内在
的制約からその処分権が制限されているものの、なお所有権であるともいえます。
マンションの老朽化や人口減少といった社会状況の変化に対応し、マンションの建
替え要件を緩和すべきとの立法論が強まっています。区分所有権の変容は、所有権
という法概念のあり方を考える上でも重要な試金石です。

C O L U M N

分所有権を買い取ることができるようになった。さらに、数棟のマンショ
ンで構成される「団地」の全体を建て替える場合には、団地管理組合の区
分所有者および議決権の各 5分の 4以上の賛成と、各建物の区分所有者お
よび議決権の 3分の 2以上の賛成で建替えが可能となる特例が規定された
（同法 70条）。通常であれば各棟 5分の 4以上の賛成が求められているのと
比較して緩和されたこの要件が憲法 29 条（財産権保障）に適合するか争わ
れた事案において、最高裁はそれでも「過半数を相当超える議決要件」で
あって合理性を失うものではないと判断している（最一小判2009（平成 21）・
4・23 判時 2045 号 116 頁）。
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【課題】
●マンションに関する新聞記事や雑誌記事を持ち寄り、どのような問題が生じて
いるか、その背景にどのような法制度が存在するか検討してみよう。
●まちづくりに関する法制度を調べ、そこにどのような問題があるか、どのよう
な解決の方向性が考えられるか議論してみよう。

発展学習のために

◆�稻本洋之助＝鎌野邦樹『コンメンタール マンション区分所有法［第 3
版］』（日本評論社・2015 年）
マンションに関する基本的な法律である建物区分所有法の逐条解説であり、
マンションの所有や管理に関する法的問題が網羅的に取り扱われている。
◆大橋洋一『都市空間制御の法理論』（有斐閣・2008 年）
行政法学の観点から都市法・まちづくり政策の法的課題を取り上げた研究書
で、都市法の現代的課題やその処方箋が数多く示されている。
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